
青年等就農計画認定申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　市町村長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住所

      　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名＜名称・代表者＞       　　　     （印）
生年月日　　　　　　年　　月　　日（　　　歳）
  　    　　　　　　　　　　　　　　　　　メールアドレス 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜法人設立年月日　　　年　　月　　日設立＞

　農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第14条の４第１項の規定に基づき、次の青年等就農計画の認定を申請します。
記

　　　１　青年等就農計画（別添１）

　　　２　補足資料１（履歴書）

　　　３　補足資料２（経営計画）

　　　４　個人情報に関する同意書

　　　５　就農予定地の地図

以上
	青　年　等　就　農　計　画

	　　 就 農 地
	就農地市町村名
就農予定地の場合は市町村名の後に(予定)
	　農業経営開始日
	   　年　 月　 日

	　　 就農形態

 （該当する形態に

　 レ印）

	 □新たに農業経営を開始

 □親（三親等以内の親族を含む。以下同じ。）の農業経営とは別に　新たな部門を開始

 □親の農業経営を継承

     　 □全体、□一部

       　 継承する経営での従事期間　　　　年　　か月 

	目標とする営農類型

（備考の営農類型

　の中から選択）
	単一経営：1位部門の販売金額が80％以上
複合経営：1位部門が水稲で80%を満たさない　＋2位部門
その他：1及び2に該当しない

	　　将来の農業

　　経営の構想

	経営開始後おおむね５年後の農業経営の概要



	
	（年間農業所得及び年間労働時間の現状及び目標）

	
	
	現状
	目標（　年）

	
	 年間農業所得
	       　 　2,000千円
	 　　　　　4,000千円

	
	 年間労働時間
	        　　2,000時間
	       　　1,800 時間

	農

業

経

営

の規模に

関

す

る

目

標


	作目・部門名
	現状
	目標（　　年）

	
	
	作付面積

飼養頭数
	生産量
	作付面積

飼養頭数
	生産量

	
	タマネギ

カンショ


	
40ａ
　　　　　　0a
	15,600kg
0kg
	
80ａ
　　 　　　20a
	31,200kg

3,800kg

	
	 経営面積合計
	
	
	
	

	
	区分
	地目
	   所在地

(市町村名)
	現状
	目標（　　年）

	
	所有地


	
	○市△地区
	20a
	40a

	
	借入地


	
	○市△地区
	20a
	80a

	
	特定作業受託
	作目
	作業
	現状
	目標（　　年）

	
	
	
	
	作業受託面積
	生産量
	作業受託面積
	生産量

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	作業受

託
	作目
	作業
	現状
	目標（　　年）

	
	
	
	
	
	

	
	
	単純計
	
	

	
	
	換算後
	
	

	
	農畜産物の加工・販売その他の関連・附帯事業
	   事業名
	内容
	現状
	目標（　　年）

	
	
	
	
	
	

	生

産方

式

に関

する目標
	 機械・施設名
	型式、性能、規模等及びその台数

	
	
	             現状
	         目標（　　年）

	
	トラクター

管理機

・

・
	26馬力　1台

4馬力　1台

・

・
	26馬力　1台

4馬力　２台

・

・

	  　経営管理に

　　関する目標


	(例)青色申告を実施、パソコン活用による経理

	  農業従事の態様

  等に関する目標

	家族経営協定を締結している場合は、その旨を記載と家族間の役割分担等内容を記載

(例)月に○日程度休日とする。


	目標を達成するために必要な

措

置
	　 事業内容

（施設の設置・

 機械の購入等）
	　　

    規模・構造等
	   実施時期
	   事業費
	   資金名等

	
	
トラクター導入
管理機導入
・

・
	26馬力　1台

4馬力　1台

・

・
	     年　　月

平成○年○月平成○年○月

・

・
	        千円

3,500千円

600千円

・

・
	青年等就農資金青年等就農資金

・

・

	農業経営の構成
	氏　　名

（法人経営にあっては役員の氏名）
	年齢


	代表者との続柄

（法人経営にあっては役職）
	現状
	見通し

	
	
	
	
	担当業務
	年間農業

従事日数

（日）
	担当業務
	年間農業

従事日数

（日）

	
	
	
	（代表者）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	上田　太郎
	33
	代表者
	全般
	250
	全般
	225

	
	上田　花子
	30
	妻
	農作業補助、経理
	250
	農作業補助、経理
	225

	雇用者
	常時雇（年間）
	実人数
	現状
	 　　　０人
	見通し
	        ０人

	
	臨時雇（年間）
	実人数
	現状
	　　　０人
	見通し
	　　　　５人

	
	
	延べ人数
	現状
	　    ０人
	見通し
	　　　７５人


○ 農業経営基盤強化促進法第４条第２項第２号に掲げる者及び法人の役員（同号に掲げる者に

 限る。）が有する知識及び技能に関する事項
	
	       経　歴

	　  職務内容


	(例)　パソコンソフト開発

	　 勤務機関名


	(例)　株式会社　幸村ソフト開発

	　  在職期間
	(例)　２０１０年４月 ～２０１７ 年４月


	　 上記の住所


	(例)　長野県上田市材木町１－２－６

	　 退職年月日


	(例)　２０１７年４月

	　  資 格 等


	(例)　日商簿記２級、車両系建設機械技能講習修了

	 農業経営に活用

 できる知識及び

 技能の内容
	(例)・簿記の知識を有しており、農業経営の管理、分析はパソコンを

　　　活用し青色申告を行い、分析改善ができる。
　　・前々職で重機の操作資格を取得しており、施設整備等に活用で

　　　き初期投資を抑えることができる。




  注：法人の場合は、役員（農業経営基盤強化促進法第４条第２項第２号に掲げる者に限る。）ごとに作成すること。

	　参考

技術・
知識の習得状況
	      研修先等の名称
	          所在地
	   　専攻・営農部門

	
	(有)信州うえだファーム
	長野県上田市富士山3279‐1
	果樹


	
	研 修 等 期 間
	    平成29年４月　～　平成31年3月


	
	研修内容等
	


	
	活用した

補助金等
	


  注：研修カリキュラム等を添付すること。

　 　 法人の場合は、役員（農業経営基盤強化促進法第４条第２項第１号及び第２号に掲げる者に限る。）ごとに作成すること。

	（参考）

他市町村の

認定状況
	認定市町村名
	認定年月日
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	


氏名自署の場合は、押印の省略可





記入手引き





夫婦等が共同申請の場合は氏名・生年月日の連記


※家族経営協定の写し添付





・開始時期「利用権設定日」を証明する書類を添付


・研修中の申請は（予定)





経営開始後おおむね５年後





・初年度の場合は１年間の見込み


・経営開始している場合は作成前年





・初年度の場合は１年間の見込み


・経営開始している場合は作成前年





経営開始後おおむね５年後





・青年等就農資金の借入を希望する場合は、必ず記載すること。


・記載がない場合は借りることはできない。


・経営中に必要になった場合は計画変更を申請する。


・事業費が増加した場合も計画変更を申請する。





おおむね５年後の見込みで記入


・離農する者も


・就農する者も





・１日８時間


※開始型年間150日以上、1,200時間以上





青年以外の個人で、農業経営を営む者となるために、活用できる知識・技能を有する者(65歳未満)





（　　　）





専攻・経営部門で学ぶことを記載する。


技術的なこと以外でも、簿記、加工等も含まれていれば記載する。








